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日本経済は, 1990年代に入り, 急激に成長率を低下させ, ことに1997年秋以降, 一般物








であることも確かである｡ 金融は, 実体経済を支えるとともに, 金融自身が成長産業とし
て経済をリードするという役割をもっているからである(１)｡ 金融がこの２つの役割を十分
に発揮するためには,  企業等の規模・成長段階に応じた適切な資金供給,  アジアと
日本とをつなぐ金融,  国民の資産を有効に活用できる資産運用を整備する必要があ
る(２)｡
このうちののためには, ① 中小企業等に対するきめ細かで円滑な資金供給, ② 新興
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地域密着型金融推進政策
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 ｢新成長戦略～ 『元気な日本』 復活のシナリオ｣ 2010年６月18日閣議決定 (首相官邸ホームページに所載) に
おいて, 成長戦略におけるこの金融の２つの役割が掲げられている (４, 83-85ページ)｡






















 中小企業金融の現状については, 小野有人 ｢中小企業向け貸出をめぐる実証分析：現状と展望｣ 日本銀行金
融研究所 『Discussion Paper』 No.2011-J-3, 2011年３月, 『中小企業白書』 が研究史をサーベイしている｡ ま
た後述の地域密着型金融に関する研究は中小企業金融に関する研究である｡ 中小企業庁 『中小企業白書』 各
年版に中小企業金融の現状について記述されている｡ このほか, 次のような研究がある｡ 平石裕一 『中小企
業金融を理解するために』 地域産業研究所, 2000年｡ 藪下史郎・武士俣友生編著 『中小企業金融入門』 東洋
経済新報社, 2002年, 第２版, 2006年｡ 斉藤正 『戦後日本の中小企業金融』 ミネルヴァ書房, 2003年｡ 植杉
威一郎 ｢中小企業金融の実証分析｣ 経済産業研究所 『Research & Review』 2004年９月｡ 平田英明 ｢わが国
中堅・中小企業金融の新しい展開｣ 法政大学 『経営志林』 第42巻第２号, 2005年, ７月｡ 益田安良 『中小企
業金融のマクロ経済分析』 中央経済社, 2006年｡ 吉野直行・藤田康範・土居丈朗編 『中小企業金融と日本経
済』 慶應義塾大学出版会, 2006年｡ 吉野直行・渡辺幸男編 『中小企業の現状と中小企業金融』 慶應義塾大学
出版会, 2006年｡ 井本亨 ｢現代中小企業の資金調達の動向｣ 『立命館経営学』 第45巻第３号, 2006年９月｡ 小
藤康夫 ｢新しい中小企業金融と押しのけ効果｣ 専修大学商学研究所 『商学研究所報』 第41巻第１号, 2009年
６月｡ 吉野直行・藤田康範編 『中小企業金融と金融環境の変化』 慶應義塾大学出版会, 2007年｡ 齊藤正 『地
域経済を支える地域・中小企業金融』 自治体研究社, 2009年｡ 国立国会図書館財政金融課 (鳳佳世子) ｢金融
危機下における中小企業金融―支援策と課題―｣ 国会図書館 『調査と情報』 第655号, 2009年10月｡ 佐藤一郎
｢わが国の中小企業金融の近年の構造変化について｣ 『城西現代政策研究』 第４巻第１号, 2011年１月｡ 植杉
威一郎 ｢金融危機下における中小企業金融の現状｣ 『金融構造研究』 第33号, 2011年５月, 等｡ 信用保証, 信
用保険に関する研究も中小企業金融に関係しているが, これについての文献明示は割愛する｡
 前掲, ｢金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン｣ Ⅰ. １. ｡
 近年, 世界的に経済のグローバル化や金融・財政危機が進展している｡ 日本も経済のグローバル化に対応す
ることが避けられなくなっているが, 一方ではこれに対抗するものとして, 地域の再生の重要性も認識され




























 これらについては, ｢堀内昭義金融審議会金融分科会第二部会長インタビュー｣ 金融庁 『アクセス FSA』 第５
号, 2003年４月を参照されたい｡
 金融審議会金融分科会第二部会報告 ｢リレーションシップ・バンキングの機能強化に向けて｣ (2003年３月27
日) 前掲 『アクセス FSA』 第５号｡ 金融審議会金融分科会第二部会に置かれた ｢リレーションシップバンキ
ングのあり方に関するワーキンググループ｣ の座長メモ ｢『リレーションシップバンキングの機能強化に関す
るアクションプログラム』 の実績等の評価に関する議論の整理｣ 2005年３月28日｡
 相対取引, 継続的取引に基づく信用情報の入手については次の文献を参照｡ 齊藤壽彦 『信頼・信認・信用の
構造―金融核心論―』 泉文堂, 第３版第３刷, 232-246ページ｡ 岩佐代市編 『地域金融システムの分析：期待
される地域経済活性化への貢献』 中央経済社, 2009年, 24-31ページ｡ 内田浩史 『金融機能と銀行業の経済分
析』 日本経済新聞出版社, 2010年, 52-80ページ｡
 すでに1987年９月に堀内昭義氏は第７回国際シンポジウム (大蔵省―NBER) においてメインバンクとの関連
でリレーションシップバンキングに言及されている (堀内昭義 ｢日本におけるリレーションシップバンキン
グ：若干の考察 (要約)｣ 大蔵省財政金融研究所 『フィナンシャル・レビュー』 第７号, 1988年３月, 4-6ペー









る貸出機能を強化することにより, 金融機関自身の収益向上を図ること｣ にある, ととら







｢リレーションシップ・バンキング｣ は, 地域に着目すれば ｢地域密着型金融｣ と言い
換えることができる｡ 地域密着型金融という表現は地域を特に重視したものであるといえ
る｡ ｢地域密着型金融｣ という表現は, 地域金融機関の ｢リレーションシップ・バンキン
グ｣ という性格を明確に示すことになる｡ また, ｢リレーションシップ・バンキング｣ と
いう, 英語表現をカタカナに置き換えたものよりも ｢地域密着型金融｣ という日本語表現
のほうが日本人になじみやすいとも考えられる｡ ｢リレーションシップ・バンキング｣ と
｢地域密着型金融｣ には実態的に大きな違いはない｡ だが金融庁は上記のことを考慮して














 前掲, リレーションシップバンキングのあり方に関するワーキンググループ座長メモ｡ 中小・地域金融機関
向け監督指針問題研究会編 『Q&A 改正中小・地域金融機関向け監督指針早わかり』 きんざい, 2011年, ２
ページ｡ 金融審議会金融分科会第二部会報告書 ｢地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応につ
いて｣ 金融庁ホームページ, 2007年４月｡ 内田浩史, 前掲 『金融機能と銀行業の経済分析』 第６章｡ 多胡秀人
『地域金融論―リレバン恒久化と中小・地域金融機関の在り方』 (金融財政事情研究会, 2007年) は, 中小・
地域金融機関がモニタリングにコストをかけて貸出をはじめとするサービスを提供して収益を獲得すること
をリレーションシップバンキングの役割として重視している (78-158ページ)｡
 内田浩史, 上掲書, 2010年, 171-175ページ｡
に金融機関が社会的役割を果たすものである｡
｢リレーションシップ・バンキング｣, ｢地域密着型金融｣ については2003年以降, 研究
書, 研究論文の刊行, 発表が増大している(13)｡











｢金融再生プログラム｣ および ｢金融再生プログラム作業工程表｣ (11月29日公表) に
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 リレーションシップ・バンキング, 地域密着型金融に関する研究については, 次のようなものがある｡ 宮村
健一郎 ｢地域金融機関の地域金融機関性｣ 東洋大学経営研究所編 『経営研究所論集』 第23号, 2000年２月｡
多胡秀人 『実践！リレーションシップバンキング』 金融財政事情研究会, 2003年｡ 企業再生中小企業診断士
会編著 『目利きを活かした中小企業金融再生プラン リレーションシップバンキングの機能強化のための』
金融ブックス, 2003年｡ 伊藤忠治 ｢アクションプログラムへの取組みと課題―リレーションシップバンキン
グの機能強化に向けて｣ 『創価女子短期大学紀要』 第33号, 2003年12月｡ 荘銀総合研究所編 『地域経済の新生
とリレーションシップバンキング 荘内銀行による山形県での実践』 金融財政事情研究会, 2004年｡ 中村中・
森田昭男 『中小企業と地域活性化のためのリレーションシップバンキング』 中央経済社, 2004年｡ 多胡秀人・
矢代恭一郎 『検証！リレーションシップバンキング』 金融財政事情研究会, 2004年｡ 村本孜 『リレーション
シップ・バンキング』 東洋経済新報社, 2005年｡ 堀江康煕編著 『地域金融と企業の再生』 中央経済社, 2005
年｡ 多胡秀人・長濱裕士 『地域金融機関はなぜ強くなれないか：第２次リレバンと経営改革・営業体制の再
構築』 中央経済社, 2005年｡ 家森信善 ｢地域金融システムと中小企業金融｣ 日本政策投資銀行設備投資研究
所地域政策研究センター編 『PR レビュー』 第17号, 2005年８月｡ 小野有人 『新時代の中小企業金融』 東洋経
済新報社, 2007年｡ 筒井義郎・植村修一編, 『リレーションシップバンキングと地域金融』 日本経済新聞出版
社, 2007年｡ 多胡秀人,前掲 『地域金融論―リレバン恒久化と中小・地域金融機関の在り方』｡ 堀江康煕 『地
域金融機関の経営行動』 勁草書房, 2008年｡ 渡辺努・上杉威一郎 『検証 中小企業金融：｢根拠なき通説｣ の
実証分析』 日本経済新聞出版社, 2008年｡ 谷地宣亮 ｢リレーションシップバンキング推進のための課題｣ 日
本福祉大学 『経済論集』 第36号, 2008年３月｡ 岩佐代市編著, 前掲 『地域金融システムの分析：期待される
地域経済活性化への貢献』｡ 家森信善・小倉義明 ｢求められる地域密着型金融 金利のみの競争に陥るな｣
『日本経済新聞』 2009年８月７日付｡ 清水克俊・家森信善 ｢長期的貸出関係に関する理論と実証―展望｣ 11-16
『金融経済研究』 第28号, 2009年｡ 全国信用金庫協会編, 村本孜監修 『中小企業のライフサイクルと地域金融
機関の役割』 近代セールス社, 2010年｡ 内田浩史, 前掲書, 2010年｡ 村本孜 『リレーションシップバンキン
グと知的資産』 金融財政事情研究会, 2010年｡ 多胡秀人監修・著, 長濱裕士著 『金融円滑化とリレーション
シップバンキング』 金融財政事情研究会, 2010年｡ 多胡秀人監修・著, 井須孝誠他著 『地域活性化とリレー
ションシップバンキング』 金融財政事情研究会, 2010年｡ 中小・地域金融機関向け監督指針問題研究会編,
前掲書, 2011年｡ 浅井弘章・高橋俊樹・千葉真司 『地域金融機関とコンサルティング機能』 金融財政事情研
究会, 2011年｡ 小野有人, 前掲 ｢中小企業向け貸出をめぐる実証分析：現状と展望｣ 2011年３月, 家森信善





することが困難であるとされたのは, ① 地域の中小企業には, 抜本的な企業再生手法の
選択肢, 担保処分の流動性, 人材等の利用可能性が限定的であり, また, 小規模事業者の
場合, 生活と経営が一体的で処理自体が困難である, ② 中小・地域金融機関は経営改善
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 1990年代初めのバブル経済崩壊以降, 不良債権問題が深刻化した｡ 不良債権の処理がまったく実施されなかっ







となる｡ 竹中は ｢資本査定の厳格化｣, ｢自己資本の充実｣, ｢ガバナンスの強化｣ が満たされる形での不良債
権処理策を策定していくことを2002年９月30日の金融担当大臣就任会見で明らかにした｡ 竹中は10月21日に
中間報告案をまとめたが, 竹中の不良債権処理策には自民党, 公明党, 保守党の反対があり, さらには全国
銀行協会の寺西正司会長や大手銀行の反対があった (清水直樹 ｢金融再生プログラム策定の政治過程 (１)｣
立命館大学 『政策科学』 第13巻第２号, 2006年２月, 31-39ページ｡ 同 ｢金融再生プログラム策定の政治過程
(２・完)｣ 『政策科学』 第14巻第１号, 2006年10月, 43-52ページ)｡ 不良債権処理を加速させるために10月23
日に大手12行の首脳が金融庁に突然集められたが, 会合で銀行側はみな ｢強引に不良債権処理を進めると貸






革, 摩擦と成果｣ 『朝日新聞』 2012年２月６日付｡ 金融再生プログラムについては, 金融庁 ｢金融再生プログ
ラム―主要行の不良債権問題解決を通じた経済再生―｣ 2002年10月30日, 金融庁 ｢『金融再生プログラム』 作
業工程表｣ 2002年11月29日を参照)｡ 市場はこれで銀行破綻や企業倒産が多発すると受け止め, 株価は暴落し
た｡ だが2003年５月にりそな銀行の自己資本比率が国内基準行の健全性基準 (４％) を割り込むという懸念
が生じ, 政府は同行に公的資金を投入したが, 株主責任を問わなかった｡ この竹中強硬路線の修正が市場に
安心感を与え, 株価は反騰した (高橋温の前掲証言｡ 五味廣文 『金融動乱 金融庁長官の独白』 日本経済新
聞出版社, 2012年, 第６章)｡
 金融再生プログラムの特徴は, 主要行と中小・地域金融機関を明確に区別し, 主要行への対応に専念すると
ともに, それぞれへの対応も, 主要行には ｢ムチ｣, 中小・地域金融機関には ｢アメ｣ と使い分けるものであっ
た (鶴光太郎 ｢金融再生プログラムの検証｣ 『金融財政事情』 2004年９月６日号)｡ リレーションシップバン
キング政策が主張するような対応はずっと前から中小金融機関自体によって自主的になされていた｡ この課
題を中小企業金融の現場から遠いところに成立した官庁が突然に考慮するようになったのである (大学生協
共済連編 『2012・協同組合 国際協同組合年によせて』 日本生活協同組合連合会, 2012年, 165-166ページ)｡
 ｢金融再生プログラム｣ の最後には, ｢中小・金融機関の不良債権処理については, 主要行とは異なる特性を
有する 『リレーションシップバンキング』 のあり方を多面的な尺度から検討した上で, 平成14年度内を目途
にアクションプログラムを策定する｣ と記されていた｡ また ｢『金融再生プログラム』 作業工程表｣ の参考資
料の最後には, ｢中小・金融機関の不良債権処理については, 『リレーションシップバンキング』 のあり方を
金融審議会で検討の上, 年度内を目途にアクションプログラムを策定｣ すると述べられていた｡
指導や企業再生に関するノウハウが十分でなく, 体制も未整備であって, 無理な処理を強




ンシップバンキングの機能強化に向けて｣ と題する報告を発表した｡ この中では, ｢平成
16年度までの２年間を地域金融に関する 『集中改善期間』 とした上で, それぞれの中小・




上記報告の提言を踏まえ, 金融庁は, 同月28日に ｢リレーションシップバンキングの機
能強化に関するアクションプログラム｣ を策定した｡ これには ｢中小・地域金融機関の不
良債権問題の解決に向けた中小企業金融の再生と持続可能性 (サステナビリティー) の確
保｣ という副題がついていた(19)｡
この第１次アクション・プログラムは, 平成15～16年度 (2003～2004年度) の２年間
(『集中改善期間』) に地域金融機関がリレーションシップ・バンキングの機能強化を確実
に図るために, これらの金融機関が ｢中小企業金融再生に向けた取組み｣ および ｢健全性
確保, 収益性向上等に向けた取組み｣ を行うというものであった｡ このように金融庁のリ
レーションシップ・バンキング推進政策導入の背景には中小・地域金融機関の不良債権問
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 金融審議会金融分科会第二部会報告 ｢リレーションシップバンキング機能強化に向けて｣ 2003年３月27日｡




モデル｣ であると定義している｡ 同審議会にはこのような ｢情報面のメリットからみたリレーションシップ




(内田浩史, 前掲書, 60-67ページ, 167-171ページ)｡ 同報告は中小・地域金融機関がリレーションシップバ
ンキングを業務の柱としてきたことを認めつつ, 中小・地域金融機関がリレーションシップバンキングをさ
らに推進していくことを重視し, その機能を強化させることを提言した｡ その内容は ｢情報面のメリットか
らみたリレーションシップバンキング｣ にとどまらないものであった｡ ｢長期的取引のメリットからみたリレー
ションシップバンキング｣ も重視し, ｢地域の中小企業の再製および地域経済の活性化｣ を図り, これを通じ
て ｢不良債権問題も同時に解決｣ しようとするものであった｡
 同プログラムはリレーションシップバンキングは ｢情報面のメリットからみたリレーションシップバンキン
グ｣ の定義を認めていた (前掲, 金融庁 ｢リレーションシップバンキング機能強化に関するアクションプロ
グラム (基本的考え方)｣)｡ だがその政策内容はその定義に基づくものとは大きく異なり, 中小企業金融を再
生させるとともに, 金融機関の健全性を確保し, 収益性を向上させるというものであった｡ 内田浩史氏はこ
のようなリレーションシップバンキングを ｢経営健全化・地域貢献のための取組みとしてのリレーションシッ








ち, 中小企業金融再生に向けた取組みとしては① 創業・新事業支援機能等の強化, ② 取
引先企業に対する経営相談・支援機能の強化, ③ 早期事業再生に向けた積極的取組み,
④ 新しい中小企業金融への取組みの強化, ⑤ 顧客への説明態勢の整備, 相談・苦情処理
機能の強化, ⑥ 進捗状況の公表があげられた｡
金融庁は中小・地域金融機関の健全性確保, 収益性向上等をも重視した｡ これに向けた
取組みとしては, ① 資産査定, 信用リスク管理の厳格化, ② 収益管理態勢の整備と収益
力の向上, ③ ガバナンスの強化 ④ 地域貢献に関する情報開示等, ⑤ 法令等の遵守,
⑥ 地域の金融システムの安定性確保, ⑦ 監督, 検査体制が指摘されていた｡
各金融機関は2003年８月までに ｢リレーションシップバンキングの機能強化計画｣ を提





いては, 次のような不十分な点があった｡ ① 地域密着型金融本質が必ずしも正しく理解
されていない｡ ② 金融機関の計画が総花的で, 取組姿勢・実績にバラツキがある｡ ③ 事








の局面 (フェーズ) に転換しつつある｣ とされた｡ 地域金融については, ｢活力ある地域
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 地域密着型金融推進の経緯に関する資料については, ｢地域密着型金融 (リレーションシップバンキング) の
機能強化～地域密着型金融の一層の強化～｣ (同庁のホームページ) に所載の資料を参照されたい｡ また, 中
小・地域金融機関向け監督指針問題研究会編, 前掲 『Q&A 改正中小・地域金融機関向け監督指針早わかり』
3-6ページも参照されたい｡ 各金融機関の地域密着型金融の取組状況については, ｢リレーションシップバン
キングの機能強化に関するアクションプログラム｣ に基づく取組み実績と総括的な評価について｣ 2005年６
月29日, ｢『地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム (平成17～18年度)』 に基づく
『地域密着型金融推進計画』 の概要について｣ 2005年10月26日, 等を参照されたい｡















中改善期間｣ の金融機関の取組みについては, ① 中小・地域金融機関が地域において自
ら果たすべき役割を再認識した, ② 融資姿勢や支援に向けた取組み状況は改善した, ③
地域密着型金融を推進するための基本的な態勢の整備は進捗した, と一定の評価をした｡
一方, 不十分と考えられる点として, ① 地域密着型金融の本質が必ずしも正しく理解さ
れていない, ② 金融機関の計画が総花的で, 取組み姿勢・実績にバラツキがある, ③ 事
業再生への取組み, 目利き能力等が依然として不十分である, ④ 利用者に対する情報開
示が不十分である, というようなことを指摘した｡
同座長メモは, リレーションシップバンキングを地域密着型金融ととらえた｡ そしてそ
の基本的な考え方は次のようなものであった｡ ① その継続的な推進が必要である｡ ② そ




る｡ ③ 地域密着型金融の推進は地域の特性や利用者ニーズ等を踏まえた ｢選択と集中｣









プログラムを策定することとなった｡ すなわち, 平成17～18年度 (2005～2006年度) の２





た｡ 第１に ｢事業再生・中小企業金融の円滑化｣, 第２に金融機関の ｢経営力の強化｣, そ
して第３に ｢地域の利用者の利便性向上｣ である(22)｡ 地域貢献が独自の柱とされ, リレー
ションシップバンキング機能強化は地域密着型金融の推進と表現されるようになったので
ある｡ これは政府が地域活力の再生を重視するようになったことを反映しているといえよ
う｡ 2003年10月24日に内閣に ｢地域再生本部｣ が設置された後, 2005年４月１日に ｢地域
再生法｣ が公布・施行され, 同月22日に ｢地域再生基本方針｣ が閣議決定されている｡
金融庁 ｢新アクションプログラム (平成17～18年度) の経過等｣ (2005年３月29日) に
も記されているように, 事業再生・中小企業金融の円滑化については, ① 創業・新事業
支援機能等の強化, ② 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化, ③ 事業再生に向
けた積極的取組み, ④ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等, ⑤ 顧客への説明態
勢の整備, 相談苦情処理機能の強化が挙げられていた｡
経営力の強化については, ① リスク管理態勢の充実, ② 収益管理態勢の整備と収益力
の向上, ③ ガバナンスの強化, ④ 法令等遵守態勢の強化, ⑤ IT の戦略的活用, ⑥ 協
同組織中央機関の機能強化, 検査・監督体制が具体的に述べられていた｡
地域の利用者の利便性向上については, ① 地域貢献等に関する情報開示, ② 中小企業
金融の実態に関するデータ整備, ③ 地域の利用者｣ の満足度を重視した金融機関経営の
確立, ④ 地域再生推進のための各種施策等, ⑤ 利用者等の評価に関するアンケート調査
が指摘されていた｡









みよう｡ この間に不良債権比率は, 地銀で8.0％から4.3％へ, 第二地銀で9.0％から5.0％へ,
協同組織金融機関で9.7％から6.9％へと減少した(23)｡
金融庁は2007年７月に ｢地域密着型金融 (平成15～18年度 第２次アクションプログラ









 第２次アクションプログラムや多胡秀人, 前掲 『地域金融論』 第２章を参照｡





下し, ｢緊急時｣ から ｢平時｣ 対応へ移行したことを挙げている(25)｡
だが一方で, 各年の利用者へのアンケート調査において, ｢担保・保証に過度に依存し
ない融資等への取組み｣ については, 消極的な評価が減少したものの, 依然として消極的























 金融庁 ｢地域密着型金融 (平成15～18年度 第２次アクションプログラム終了時まで) の進捗状況について｣
2007年７月｡
 金融審議会金融文科会第二部会 ｢地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について｣ 2007年４
月｡
 金融庁, 前掲 ｢地域密着型金融 (平成15～18年度 第２次アクションプログラム終了時まで) の進捗状況に
ついて｣｡
 金融審議会金融分科会第二部会, 前掲 ｢地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について｣｡
 2007年４月の金融審議会金融分科会第二部会報告書では, 地域密着型金融は ｢モニタリングにコストをかけ
ることで, いわば 『定価販売』 である代わりに, 貸出をはじめとする多様な利用者ニーズに応じた付加価値
あるサービスを提供するビジネスモデルといえる｡ 各地域金融機関においては, このような取組みがコスト
のかかるものであることをまず認識した上で, それに見合う収益獲得につながるよう, 顧客や地域のニーズ



















かけることで, いわば ｢定価販売｣ (安売りはしない) 代わりに, 貸出をはじめとする多
様な利用者ニーズに応じた付加価値あるサービスを提供することを重視した｡ 各金融機関
においてはこのような取組みがコストのかかるものであることを認識した上で, それに見





いることを指摘した｡ その上で, これまでともすれば ｢点｣ に留まっていた地域の事業再




日には ｢地域活性化策に関する政府の取組について｣ を決定し, さらに2007年２月５日に
｢地域活性化政策体系｣ を決定している｡















督指針｣ の改正案を公表した｡ これは従来の指針中の ｢事業再生・中小企業金融の円滑化





針のⅡ－５－１－１において, 上記報告書で ｢『緊急時対応』 として始まったアクション
プログラムという時限的な枠組みではなく, 通常の監督行政の言わば恒久的な枠組みで推
進すべきと提言されたことから, これを踏まえ, 地域密着型金融の推進について, 本監督
指針に明確に盛り込むこととした｣ と規定されている(32)｡


















 金融審議会金融分科会第二部会, 前掲 ｢地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について｣｡ 同
｢第二部会報告概要｣｡
 金融庁 ｢『中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針』 の改正 (案) の公表について｣ 2007年５月31日｡
『中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針』 2008年改定版, 地域金融研究所, 2008年, 94-101, 237-241
ページ｡





地域密着型金融の推進に関してはなおも次のような問題点, 課題が残されていた｡ ① 中
長期的な視点に立った取組みや評価が重要である｡ ② 営業が ｢短期的｣ な ｢量｣ 重視に
偏りやすい｡ ③ 金融機関が監督当局を意識して網羅的・画一的な実績づくりに陥りやす
い｡ ④ 金融機関が顧客企業に対し, 十分なソリューション (経営目標の実現や経営課題
の解決を図るための方策) を必ずしも提案できていない｡ 各業種に関する知識の吸収など
ノウハウの底上げが必要であり, 営業店の人材育成, 本支店間の連携強化, 外部専門家や
外部機関等との連携といった対応が課題となっている｡ ⑤ 自らの経営課題を正確かつ十
分に認識できていない経営者が少なくなく, 顧客企業経営者の意識改革も必要である｡ ⑥
地方公共団体, 商工関係団体等との連携が必要である｡ ⑦ 地域密着型金融のメリット
(コンサルティング機能や長期的・安定的な金融仲介機能の提供) が地域の利用者に十分



















 金融庁 ｢中小・地域金融機関向けの総合的監督指針｣ 2011年９月, Ⅱ－４－１, 中小・地域金融機関向け監
督指針問題研究会編, 前掲書, 7-8, 91-93ページ｡
 中小企業庁 『中小企業白書』 2011年版, 2011年, 14ページ｡
























提案することである｡ このコンサルティングは中小企業のライフステージ, すなわち, ①
創業期, ② 成長期, ③ 経営改善期, ④ 再生期, ⑤ 整理期, ⑥ 事業承継期に応じてな
されることとなる｡ 従来の監督指針では地域密着型金融における顧客企業のライフステー














 金融庁 ｢中小・地域金融機関向けの総合的監督指針｣ Ⅱ－４－２ ｢基本的考え方 (地域密着金融の目指すべ
き方向｣)｡


















｢地域密着型金融の取組み姿勢 (全体評価)｣ については, 積極的評価は５割弱となっ
ている｡ その評価はまだ十分とはいえない｡
｢顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮｣ については, ｢顧客企業の事業価値
を見極め経営課題を発見・把握する能力 (いわゆる目利き能力)｣ に関しては, 積極的評
価が消極的評価を下回っている｡ 顧客企業のライフステージに応じた取組み姿勢に関して
は, 積極的評価が, ｢成長段階にある取引先支援｣ および ｢経営改善支援｣ で４割強であ




｢地域や利用者に対する積極的な情報発信｣ については, 情報発信の姿勢, 情報発信の











いて｣ 『New Finance』 2011年６月号, 14ページ)｡
 金融庁前掲 ｢中小・地域金融機関向けの総合的監督指針｣ Ⅱ－４－２｡ 中小・地域金融機関向け監督指針問
題研究会編, 前掲書, 13-76ページも参照されたい｡
 以下の叙述は, 金融庁 ｢地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関するアンケー
ト調査結果の概要｣ (2011年７月) に基づくものである｡
 数阪孝志 ｢わが国における地域密着型金融の到達点と問題点｣ 『金融構造研究』 第33号, 2011年５月, 47-50
ページ｡ 数阪孝志氏は地域銀行の地元比率 (2003年から2009年まで) の推移を分析されて, 地域密着型金融
の進展は地元貸出金比率の上昇をもたらさなかったどころか, その低下がみられたということを指摘されて
いる (数阪孝志 ｢地域と金融―地域密着型金融とは何か｣ 『信用理論研究』 第29号, 2012年３月, 71-74ページ)｡
































































かった｡ だが, それには限界があった｡ 実際の効果はそれほど大きなものではなかったの
である｡
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